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1. はじめに
このたび 2021 年度の環境工学部門長を拝命いたし

ました東京電力エナジーパートナーの佐々木です。ど
うぞよろしくお願い申し上げます。私は大学を卒業し
て東京電力に入社してから、主に需要側の省エネル
ギー活動や研究開発等に携わってきました。

需要側の技術には様々な省エネ・再エネ技術があり
ますが、その中でも、ヒートポンプ技術に関わること
が多く、日本機械学会の技術ロードマップにおいても、
環境工学部門で取り纏めた「ヒートポンプ給湯機」や

「電動カーエアコン」のテーマについて、「2030年まで
に至る技術ロードマップ」の作成にも関与させて頂き
ました。ヒートポンプ技術は古くからある技術ですが、
高効率化、小型化、静音化、大容量化、冷媒対応、蓄
熱対応、インバータ対応、給湯対応、寒冷地対応、熱
回収・未利用熱利用など様々な技術向上の取組が進め
られ、多様な形で発展しています。給湯分野に関して
は、2001 年に日本で初めて製品化された CO2 冷媒ヒー
トポンプ給湯機「エコキュート」が 700 万台を突破

（2020 年 6 月の累計出荷台数）するまでに成長してい
ます。一方、ヒートポンプ技術も含めた、すべての省
エネ・再エネ技術分野においては、さらなる技術向上
が求められており、これらの高度な技術課題をどう克
服していくかが重要となっています。

2. 環境工学を取り巻く社会変化
環境工学部門ホームページでも公開している「環境

工学部門ビジョン2030」でも言及していますが、近年、
「環境」に関連する様々な取り組みが強化されていま

す。国連の SDGs は必ずしも環境に限定したものでは
なく、包括的な持続可能開発目標群ですが、企業等の
具体的な活動目標としては地球環境対策や地域環境対
策が重要項目となります。また、サーキュラー・エコ
ノミー（循環経済）への転換も求められており、従来
の「大量生産・大量消費・大量廃棄」の線形経済から
の転換が必要となっています。サーキュラー・エコノ
ミーは製品と資源の価値を可能な限り長く保全・維持
し、廃棄物の発生を最小化した循環型経済を目指すも
ので、従来の 3R（リデュース、リユース、リサイクル）
に加え、循環性と収益性を両立するシェアリングやサ
ブスクリプション等も踏まえた、持続可能な経済活動
です。これにより、従来の大量生産・大量廃棄経済の
課題である、資源側と廃棄物処理側の制約・限界を解
消することが期待されています。

さらに、近年、巨額の資産を超長期で運用する機関
投資家が ESG 投資（環境・社会・ガバナンス要素も
考慮）に注目しており、企業側の対応が必須となって
います。この ESG 投資実施（国連の責任投資原則に
署名）の機関数は 2018 年には 2 千機関が署名し、投
資総額も 30.7 兆ドルと投資市場の約 3 分の 1 まで達し
ましたが、2020 年には 3 千機関を超えるまでに増加し、
金融において ESG 課題が重要であるとの認識・理解
が急拡大しています。

この ESG の Environment 要素において、最も注目
されているのは気候変動で、今後の気候変動に関連す
る様々な状況変化に対して、企業が持続的成長や中長
期的収益拡大が実現できるかが重要なポイントです。
また、2019 年に経産省が運用機関に対して実施した
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アンケートでは、2 割程度が「資源循環・廃棄物」、「水
資源」、「エネルギー」、「生物多様性」にも関心を持つ
と回答しています。気候変動に関する評価は、金融安
定理事会（FSB）の気候関連財務情報開示タスクフォー
ス（TCFD）により、事業リスク・成長機会の開示が
推奨されており、世界では 1,669 の企業・機関が賛同
しています（2020年12月時点）。なお、日本では 2019
年 5 月の TCFD コンソーシアム設立を機会に賛同企業
が急増し、英国や米国を抑えて、国別では最大の 332
の企業・機関が賛同しています。

3. 脱炭素社会への潮流
気候変動対策に関しては、欧州の温室効果ガス削減

目標強化、温室効果ガス排出ゼロ実現のための「欧州
グリーンディール」、中国の 2060 年温室効果ガス排出
ゼロ宣言、米国での民主党のバイデン大統領就任（2050
年までの温室効果ガス排出ゼロを表明）等の動向があ
りました。それらの結果、韓国やカナダも含めて 120
カ国以上が温室効果ガス排出ゼロ宣言を表明しており、
先進国の脱炭素社会実現に向けた行動に足並みが揃い
つつあります。

日本でも、2020 年 10 月の臨時国会において、菅総
理が 2050 年までに温室効果ガス排出を全体としてゼ
ロにすることを宣言しました。また、東京都、京都市、
横浜市を始めとして 190 を超える自治体が 2050 年ま
での温室効果ガス排出実質ゼロを表明しています。そ
もそも、材料としての石油化学製品にもエネルギーに
も使える便利な化石燃料は長い歴史の中で生成された
貴重な有限資源であり、シェールガス・オイルの開発
により経済的・技術的に採掘できる量が増加したと
いっても、人類活動が超長期にわたり継続する以上、
究極的には化石燃料消費社会（特にエネルギー側）か
ら人類が卒業せざるをえないことは認識されていまし
た。それが、温暖化対策の必要性の高まりにより、
2050年までの脱炭素社会実現という目標が明確に設定
されたということです。脱炭素社会では、化石燃料を
使用した火力発電、コージェネレーション、暖房、給
湯、運輸が実質的に使用できない厳しい条件ですが、
欧州の一部や米国の一部自治体においては、2050年の
ストックでの温室効果ガス排出ゼロを見据えて、系統
電力のゼロカーボン目標、新築建物への PV 設置義務
化・石油暖房禁止・都市ガス配管接続禁止・実質的な
燃焼設備導入禁止となる年間 CO2 排出量規制、2030
年代からのエンジン車禁止などの、電力分野、熱分野、
運輸部門における挑戦的な施策が実施されつつありま
す。また、国内最大の火力発電事業者がグリーンアン
モニア燃料等を考慮した 2050 年ゼロエミッション宣
言をするなど、国内民間企業の挑戦も急速に進んでい
ます。

日本政府も「2050年カーボンニュートラルに伴うグ
リーン成長戦略」を策定し、この挑戦を「経済と環境
の好循環」につなげるための産業政策を示しています。
さらに、2 兆円のグリーンイノベーション基金が創設
され、カーボンニュートラル社会の実現に必須となる
3 つの重点分野である「電化と電力のグリーン化」、

「水素社会の実現」、「CO2 固定・再利用」について、
社会実装につながる研究開発プロジェクトを推進して
いく方向です。

これらの実現は極めて難しい目標ですが、先進国お
よび中国が足並みを揃えて脱炭素の技術開発にチャレ
ンジする体制が整うことは、将来、大きな社会変革が
本当に実現するためのドライバになります。当然、日
本における脱炭素社会は人口減少社会、高齢化・少子
化社会、感染症パンデミック対策社会、自然災害（地
震、台風、洪水、河川氾濫）に対するレジリエンスが
強い社会、高度経済成長時のインフラ更新対策、社会
コスト増に対応した低所得者対策などとの高度な両立
も踏まえた社会構築が必要です。世界の政治が挑戦的
目標を決断した以上、次は各国の技術者が脱炭素社会
実現に向けた最大限の努力で答えることが必要です。
ぜひ、私たち日本の研究者・技術者も国内外で連携・
協力しながら、この極めて困難な課題に新たなイノ
ベーションと着実な技術向上で貢献したいと考えてい
ます。

4. 2021 年度の環境工学部門の取組
環境工学部門は機械学会の中でも横断的なテーマを

掲げた部門であり、機械工学の幅広い分野の知識を統
合して問題解決に当たっています。2020 年度現在の
部門登録者数（学生員は含まない）は第 1 位から第 3
位までの合計が約 2,300 名で、第 5 位までの合計では
約 3,200 名が登録しています。環境工学部門の中には
4 つの技術委員会を設置し、第 1 技術委員会では「騒
音・振動評価・改善技術」、第 2 技術委員会では「資源
循環・廃棄物処理技術」、第 3 技術委員会では「大気・
水環境保全技術」、第 4 技術委員会では「環境保全型
エネルギー技術」について専門的な講習会や見学会等
を企画・実施する予定です。また、環境工学全般に関
わる情報交換の場として、環境工学総合シンポジウム
を開催します。昨年、高野山で開催を予定していた環
境工学総合シンポジウム 2020 は COVID-19 の影響に
より、残念ながら中止とさせて頂きましたが、2021 年
度については Web 講演会として実施させて頂きます。
直接、顔を合わせた討議や懇親会ができないのは残念
ですが、最新の環境技術に関する研究成果などを、リ
アル開催に比べて、手軽に発表・聴講・議論ができる
場となりますので、是非ともご参加いただければと思
います。
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1. はじめに
2020年度は、COVID-19 のパンデミックの影響によ

り、機械学会においても本部事務局の一時閉鎖、その
後メール連絡による対応が、5 月末まで継続されまし
た。あわせて機械学会主催行事および会合は中止、延
期、もしくはWeb対応することとなり、6 月以降は行
事は中止ではなく Web 会議システムを利用して可能
な限り開催する方針が示されました。環境工学部門で
は学会の対応方針にしたがって、6 月 24 日～ 26 日に
高野山で開催を予定していた第 30 回環境工学総合シ
ンポジウム 2020 を中止し、総務委員会・運営委員会・
各技術委員会等の会議については Web で実施しまし
た。各委員会委員の皆様におかれましては、自職場に
おける COVID-19 対応等でご多忙にもかかわらず、部
門活動に多大なるご協力をいただいたことに深く感謝
申し上げます。

2. 部門活動
環境工学総合シンポジウム 2020 は中止しましたが、

講演申込 102 件のうち掲載希望の連絡をいただいた
68 件の論文で構成されたダウンロード版講演論文集
を発行しました。また井田先生をはじめ近畿大学の皆
様のご協力のもと、講演論文集掲載 68 件のうち 36 件
の発表者の方々にもご協力いただき、e-SEE（環境工
学総合シンポジウムWeb開催試行）として、Zoom に
よるオンライン開催を試行しました。

機械学会年次大会においては、他部門とのジョイン
トセッションのほか、部門単独のオーガナイズドセッ
ション「先進サスティナブル都市」を2019年度に引き
続き企画・実施しました。

その他の行事については、「香南清掃組合まほろぼ
クリーンセンター施設見学」および「第 54 回空気調
和・冷凍連合講演会」は中止、「第 33 回環境工学連合

講演会」は 1 年延期となりましたが、8 月に「夏休み
親子向けイベント（熱を体験してみよう）」、「手作り
で音を楽しもう－環境にやさしい夏休み親子向けイベ
ント」、11月に「都市洪水に関する特別講演会」、12月
に講習会「静粛設計のための防音・防振技術」をいず
れも Web で開催しました。

また部門間交流促進のために学会本部に分野連携委
員会が発足し、環境工学部門においても法工学専門会
議と連携した法工学・環境工学連携セミナー「環境技
術における法工学～ SDGs に向けて～」を企画し、
2021 年 3 月に Web で開催しました。

ニュースレターは No.31 を 4 月に発行しました。ま
た 2021 年 4 月発行予定の No.32 については Web 配信
することにしました。

2019年度に部門組織・企画委員会で検討を開始した
部門ビジョンについては、引き続き先進サステナブル
都市・ロードマップ委員会〔委員長：佐藤岳彦（東北
大学）（2019 年度部門長）〕で検討を行い、「環境工学部
門ビジョン 2030」（次ページに「環境工学部門ビジョ
ン 2030 への取り組みのための行動指針」とともに掲
載）を策定しました。

3. 表彰者の紹介
部門活動に貢献頂いた皆様や、2019年度の環境工学

総合シンポジウムおよび IWEE 2019 で優れた発表を
行った方々を表彰しました。（以下、敬称略）

【部門賞】
功　績　賞：鈴木 康夫（JFE エンジニアリング）
研究業績賞：土肥 哲也（小林理学研究所）
国際交流賞：浦島 邦子（ 文部科学省科学技術・学術

政策研究所）
【部門一般表彰】
環境工学総合シンポジウム研究奨励表彰：
　　　　　　齋藤 充（東日本旅客鉄道）
　　　　　　ハディ アンダンテ（早稲田大学）
　　　　　　Baiqiang Zhang（Gifu University）
　　　　　　Naoki Hata（Kure College）

【若手優秀講演フェロー賞】
　　　　　　森山 史哉（近畿大学）

2020 年度環境工学部門の活動を振り返って

栗田 健
2020年度 部門長

（東日本旅客鉄道株式会社）

5. おわりに
環境工学部門は先に述べたとおり、様々な専門分野

やバックグラウンドを持つ数多くの研究者、技術者が
永遠の課題である「環境」というキーワードを通して
集まる集団です。各会員が所属する組織内での議論よ
りも、幅広い視点の意見が得られる共創の場でもあり

ます。是非とも部門の活動、各種行事に積極的にご参
加いただければと思います。

微力ながら、本部門の活性化と発展に尽力して参り
たいと思いますので、皆さまのご協力をどうぞよろし
くお願いいたします。
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4. おわりに
2020 年度を振り返ると、世界各地で COVID-19 の

感染を防ぐため自粛や都市封鎖の措置がとられ、経済
活動が停滞したことで、社会的弱者がより大きな影響
を受けて貧困層が増大し、SDGs の根幹をなす 1 ～ 3
の目標「貧困をなくそう」「飢餓をゼロに」「すべての
人に健康と福祉を」の達成はより困難になっています。
気候変動問題では、日本は温室効果ガス排出量を 2050
年までに実質ゼロとする目標を掲げました。実質ゼロ

を目指す国・地域は日本を含め、これまでに 120 を超
え、その動きは加速しています。このように経済・社
会・環境を取り巻く条件が大きく変化する中で、持続
可能な社会実現のためのイノベーション創出が求めら
れ、環境工学部門の果たす役割は今後ますます大きく
なると思います。「環境工学部門ビジョン 2030」実現
に向けて、引き続き部門活動への皆様のご協力をよろ
しくお願い申し上げます。

〈環境工学部門ビジョン 2030〉
環境工学部門は、環境問題への国際的な意識の変化や我

が国の環境技術の熟成を背景に、さらなる革新的な環境技
術の創出や学術的課題の解決、顕在化してきた地球規模の
環境問題への対応などを先導し、産官学界間の交流や人材
育成を進め、国際的な環境工学拠点として社会の要請に応
えていく。また、日本機械学会の 1 部門として、『新生「日本
機械学会」の 10 年ビジョン』の達成に貢献する。

その実現に向けて、（1）国際環境工学拠点の形成、（2）最
先端環境技術の創出と人材育成を目標として掲げる。

（1）国際環境工学拠点の形成
環境工学部門は、我が国の世界最高水準の環境技術を基

盤にした、地球規模や顕在化する開発途上国における環境
問題への対応、また資源・エネルギーの先進利用や、革新
的環境技術を創出するための、国内外の人や情報が集積す
る国際環境工学拠点となる。

SDGs やサーキュラーエコノミーなど国際的なフレーム
へ対応することを基盤に、国際・国内での会議を主催・開
催することにより、国内外の人的交流や情報発信を積極的
に行いながら国際ネットワークを構築する。

また、部門が取り組む「先進サステイナブル都市」の実
現を基軸とし、Society 5.0 with Carbon Neutral など国や
自治体が推進している施策と連携することで、国内の産学
官との交流を図り、我が国の環境政策の実行や立案などに
貢献する。

（2）最先端環境技術の創出と人材育成
学術界・産業界の国内外の人的交流が生まれるような機

会を企画し、先進的な環境技術情報収集ならびに意見交換、
そして異分野融合やイノベーションを創出する人材を育成
することを促進し、革新的な環境技術の創出ならびにその
普及を通じて環境問題の解決に貢献する。

国内外の会議や集会行事の開催ならびに共催、年次大会
や講習会、見学会、親子行事といった企画の提案、主催・
開催、そして機械学会他部門との連携などにより、環境関
連の研究者・技術者・実務者の交流と育成を図ることに加
え、一般社会・地域住民に対して環境問題に関する情報提
供ならびに啓発活動を促進する。

〈環境工学部門ビジョン2030への取り組みのための行動指針〉
（1）国際ネットワークの構築

国際環境工学拠点の形成に向け、3 年毎に環境工学ワー
クショップ（IWEE）を開催する。また、IWEE などを通
して構築した国際ネットワークを強化するため、世界各国
の研究者と連携して環境工学ミーティングを各国持ち回り
またはオンラインなどを活用して開催し、情報・人材交流
を促進し、IWEE の国際拠点化を進める。

（2）課題への取り組み強化
部門行事開催の際には、SDGs、サーキュラーエコノミー、

Society 5.0 with Carbon Neutral 等の国際機関や国内政策
で掲げる内容のうち、行事テーマに関連する項目を明記し、
部門が取り組む課題の見える化を図り、参加者の意識向上
と増員を図る。併せて、広報を強化し、部門構成員の研究・
技術の紹介などの情報配信を行う。こうした活動に加えオ
ンラインをより積極的に活用し、特に若手研究者・技術者
の参加を促し、部門第一登録者の増加に繋げ、2030年には
2020年登録者数以上となることを目標とする。

（3）コミュニケーションの強化
環境連合講演会、空気調和・冷凍連合講演会など、他学

協会や政府機関と主催・共催する学会・講演会・行事など
への参加・協力を積極的に行い、他組織との連携や環境工
学部門による情報発信を強化する。特に、部門が取り組む

「先進サステイナブル都市」、「規格・規制」に関して具体
的な目標を掲げ、実行する。感染症のパンデミックなどへ
の対応やリモートワーク社会を視野に入れ、オンラインを
活用した取り組みを推進する。

（4）行事の活性化
技術委員会が企画する講演会・講習会・見学会・親子行

事などの活動を支援し、部門活動の活性化を行う。全ての
技術委員会において、各技術委員会の専門性を生かした講
習会を定期的（年 1 ～数回）に開催し、環境工学部門の魅
力を発信する。また若手研究者・技術者の育成に向けて、
若手研究技術交流会の実施や表彰制度の充実を図る。適宜、
行事のオンライン開催を進め、全国各地からの参加を促す。

（5）適切な財政の取り組み
部門財政健全化のため、開催行事の適切な参加費や開催

費などの設定を行う。また、広告や企業展示による収入を
確保するための活動を強化する。開催行事や部門委員会等
のオンライン開催を積極的に推進し、委員の利便性の向上
と支出の削減を図る。

環境工学部門ビジョン 2030
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この度は、栄えある環境工学部門研究業績賞を賜り、
大変光栄に存じます。部門の皆様方をはじめ、関係者
の方々に心より御礼申し上げます。

今回、研究業績賞の対象となったテーマは低周波音
です。近年、騒音の中でも周波数が 100Hz 以下の「低
い音」について環境問題になる事例が増えており、関

環境工学部門研究業績賞を
受賞して

土肥 哲也
小林理学研究所

心が高まっています。人間は数十 Hz 以下の音を聞く
ことができますが、高い音と異なり低い音の到来方向
を聞いて判断することは困難です。通常の騒音であれ
ば、複数のマイクロホンを用いた音源位置の可視化装
置が実用化されていますが、低周波音の場合は波長の
関係で装置が巨大になってしまい、実用化が容易では
ありません。今回、波長が長い低音の特徴を逆に利用
したマイクロホンの配置を提案し、実際の機械音の音
源位置を把握することができました。今後は、世の中
にまだ知られていない低周波音源を見つけたり、低周
波音を利用して社会に貢献する研究に取り組んだりし
たいと考えています。今後とも、皆様方のご指導を賜
りたく、よろしくお願い申し上げます。

環境工学部門国際交流賞を
受賞して

浦島 邦子
文部科学省科学技術・学術政策研究所

この度は、環境工学部門研究業績賞という素晴らし
い賞を賜り身に余る光栄です。部門の皆様方をはじめ、
これまでに多大なるご支援、ご指導を頂いた関係各位
に厚く御礼申し上げます。

今回、受賞のきっかけとなったのは、沖縄で開催さ
れた環境工学部門主催の IWEE 2019 です。20 年以上
の付き合いのある、海外の研究仲間を誘って、一緒に

この度は、思いがけず環境工学部門功績賞を賜り、
誠にありがとうございました。個人的認識では第 2 技
術委員長ののち環境工学部門長を拝命したものの、部
門長当時の働きは惨憺たるものだったと感じています。
このような貧弱な部門長であっても脈々と活動が継続
できるところこそ、歴史があり多士済々を擁する環境
工学部門の素晴らしいところではないでしょうか。そ

環境工学部門功績賞を
受賞して

鈴木 康夫
JFE エンジニアリング株式会社
環境本部

のうえに功労賞とは、歴代部門長の皆様はじめ部門の
皆様の温かいご指導・ご支援のおかげです。感謝に堪
えません。あらためて御礼申し上げます。

部門活動の中で印象深いのは、東日本大震災直後の
環境工学総合シンポジウムで提言させていただいた、
清掃工場の防災拠点化です。幸い、その後環境省の施
策となり、日本各地に提言を発展させた形で、防災拠
点と銘打った清掃工場が次々と建設されたことは、部
門としても実に喜ばしい限りといえます。

温暖化対策や SDGs の実現など、環境工学部門が牽
引すべき課題は山積です。人類の未来に欠かせない
キーワードである「環境」を最重視した諸兄の努力を
今後も生かし、環境工学部門が発展することをお祈り
する次第です。

部門賞　受賞者の紹介

沖縄で有意義な時間を過ごせたことは、今でもとても
良い記憶として残っています。特に、それまであまり
天気が良くなかったのに、バンケットで見れた夕日が
沈む景色は、忘れられない思い出です。

研究は、生みの苦しみの連続ではありますが、一方
で学会や研究会などでの研究成果の発表を通じて、国
内だけでなく、世界中に友人・知人ができることは、
研究者の醍醐味といえます。場所も文化も違う研究者
との交流を通じて、自分自身の見聞も広がり、ものの
見方も変わることも多々あります。そういった日頃の
研究活動が、今回の受賞につながったものであり、私
をサポートしてくださっている友人たちと一緒にいた
だけたものと感じています。
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1. 活動報告
オンライン技術委員会を開催し、部門評価の自己評

価項目について議論を行った。特に、大学側の立場を
評価することが多いが、企業が多い部門の強みを生か
した評価項目、例えば、地域・自治体への貢献（災害
問題、防災拠点）、環境政策（環境問題）への貢献など
第 2 技術委員会の強みを活かすことが重要であること
を確認した。また、企業活動と学会活動の関連付け、
学術的な内容（インパクトファクター）より、産業へ
の貢献を重要視、SDGs 等から評価項目を織り込み環
境工学部門の存在意義の強調、さらに、学生に対する
学会に入る魅力として、企業人との接点（企業アピー
ル）、学会プログラムについて議論を行った。尚、まほ
ろばクリーンセンター施設（高知県）の社会見学は、
状況を鑑み中止とした。第 2 技術委員会では、環境工

学総合シンポジウム 2020（SEE）が COVID-19 の影響
で中止になったので、オンライン講演の試行開催を支
援し、運営企画を行った。さらに、環境工学国際ワー
クショップ 2022（IWEE）の開催に向け、環境工学部
門を構成する騒音・振動改善技術、資源循環・廃棄物
処理技術、大気・水環境保全技術、環境保全型エネル
ギー技術などの先端技術の研究・技術開発成果の発表
と討論の場の在り方について意見交換を行った。

2. 計画
本年度は、オンラインセミナーを企画する。学生・

若手エンジニア向けに開催し、基礎知識から最先端技
術紹介の内容として企画する。さらに、単位認定でき
れば、学生の参加も増えたり、基礎的な内容で 10 年
継続できれば、自治体参加に展開できたりするので、
幅広く内容を想定し、進める。また、第 3 技術委員会
が進める法工学・環境工学連携セミナー「環境技術に
おける法工学～ SDGs に向けて～」に協力する。また、
引き続き IWEE 2022 の開催に向け、その在り方につ
いて議論を行い、開催案内を公表する。

第 2 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：井田 民男

近畿大学
バイオコークス研究所

技術委員会の活動報告と計画

第 1 技術委員会では、人間の生活環境における騒音
や振動の問題に取り組んでいます。大学の教員、企業
の研究者を中心に26名のメンバーで運営、企画をして
います。今年度は新型コロナウイルス感染拡大防止の
ため、通年 2 回開催している講習会の開催が 1 回のみ
になるなど、例年通りの企画を開催できませんでした
が、以下の行事をオンラインで開催しました。2021 年
度はオンライン、もしくはオンラインと対面を組み合
わせたハイブリッド開催の企画を検討し、活動を推進
して参りますのでぜひご参加ください。

（1）技術講習会
機械の設計・開発の技術者を対象に、6 月に開催予

定であった「静粛設計のための防音・防振技術」を 12
月にオンラインで開催し、37名の方に受講して頂きま
した。オンライン開催の場合、地方からの参加が容易
になるなどのメリットを感じることができました。来

年度は、基礎的講習と、社会的関心の高い話題を取り
上げた講習の二本立てで講習会を開催する予定です。

（2）手作りで音を楽しもう
　　─環境にやさしい夏休み親子向けイベント─

小学生に理科系の興味を持ってもらえるように、毎
年夏休みに企業・大学と連携して音に関する体験型イ
ベントを実施しています。今年度は 8 月にオンライン
で開催し、親子 20 組の参加がありました。

今回は、昨年度に引き続き日本音響学会が進めるイ
ベント「International Year of Sound」の一環として
開催しました。

（3）「音・振動快適化技術と新しい評価法」研究会
討議テーマに対して自由に議論する討論形式の研究

会を年 2 回程度開催しています。社会的に関心を集め
ている話題を中心に討議テーマとして取り上げていま
す。今年度は11月に日本音響学会、日本騒音制御工学
会との共催形式で開催し、74 名の方にご参加頂きま
した。2021年2 月頃には 2 回目のオンライン研究会を
予定しています。

第 1 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：土肥 哲也

一般財団法人 小林理学研究所
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第 3 技術委員会は、大気環境・水環境分野を対象と
して、主に環境汚染物質の放出抑制・防止技術に関わ
る研究者や技術者の交流の場となっています。

令和 2 年度、コロナ禍の影響により、一堂に会して
のセミナーや施設見学会の実現は困難でした。しかし、
第 30 回環境工学総合シンポジウムでは、「大気・水環
境保全技術分野」のセッションにおいて 13 件の研究
報告があり、試験的な試みとして行われた WEB 会議

（令和 2 年 6 月 25 日）では 7 件の口頭発表がなされ、
リモートにも関わらず活発な議論が行われました。ま
た、日本機械学会年次大会（令和 2 年 9月13～16日、
WEB開催）では、環境工学部門企画による「S091 先
進サスティナブル都市」のセッションにおいて、第 3
技術委員会から 2 件の発表がありました。

一方、今後の企画として令和 3 年 3 月に第一回法工
学・環境工学連携セミナー「環境技術における法工学
～ SDGs に向けて～」の開催を予定しています。本セ
ミナーは環境工学部門からの事例紹介（問題提起）に
対して、法工学部門からそれに対するアンサーを行う
対話形式とします。

セミナーへの参加者は実際に企業の中で環境対策や
騒音振動対策に取り組んでいるエンジニアを想定し、
その方々が法工学の知識と手法に基づいて、自らの業
務の効率化や社会実装のためのヒントが得られること
を目標としています。

本セミナーは日本機械学会の分野連携企画からも、
「環境問題は各国の基準や規格などと密接な関係があ
り、法工学との連携は大変重要」としてご採択をいた
だいております。

本稿が公開される頃には、本セミナーは既に終了し
ておりますが、これをキックオフミーティングと位置
づけ、さらなる発展に結び付けたいと考えております。

第 3 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：義家 亮

名古屋大学大学院工学研究科

第 4 技術委員会では、再生可能エネルギーの開発、
省エネルギーのための熱交換器やヒートポンプの技術
開発、エネルギーの有効利用のためのヒートポンプの
活用、エネルギーシステムの最適化等の分野に関する
研究者が集まり、環境保全型エネルギー技術を主な
テーマとして挙げ、活動しています。

2020年度は、コロナ禍の影響により、毎年企画して
いた見学会はあきらめざるを得ませんでしたが、技術
委員会と親子イベント、特別講演会を WEB 開催で実
施しました。

（1）夏休み親子向け行事「熱を体験してみよう」
夏休みの恒例行事として、小学生と中学生にエネル

ギーを体感してもらうため、“熱”をテーマとした実
験を複数用意して実施しています。技術委員会委員が
解説しながら、子供たちの進捗も観察しつつ実験を進

第 4 技術委員会の
活動報告と計画 委員長：坂東 茂

電力中央研究所

めています。2020 年度は 10 名の子供たちに参加して
いただきましたが、西日本からの参加もあり、WEB
開催の効果だと感じています。

（2）特別講演会「都市洪水に関する特別講演会」
第 4 技術委員会内の研究会である NEE（Numerical 

Environmental Engineering）研究会では、毎年講演
討論会を開催していますが、今年は都市洪水をテーマ
に、特別講演会として開催しました（詳細は NEE 研
究会の活動報告をご覧ください）。

第 4 技術委員会の委員を中心とした研究会は上記の
NEE研究会の他、環境・エネルギー媒体研究会、ヒー
トポンプ、空調・給湯、再生可能エネルギー関連の統
合数理モデル研究会、2020 年 11 月に「吸収・吸着を
用いた環境制御技術の高度化に関する研究会」から装
いを新たに活動開始したサーモインフォマティクス研
究会の、4 つの研究会が活動しております。他の技術
委員会や研究会、他学会からも参加があり、様々な分
野の横断的な研究交流を 2021 年度も計画しています。
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研究会の紹介と活動報告

環境工学部門の 4 つの技術委員会の横断的活動とし
て「先進サスティナブル都市・ロードマップ委員会」
が組織されています。本年度は、日本機械学会年次大
会 OS 企画、技術ロードマップ 2050 の検討、「環境工
学部門ビジョン 2030」の最終案作成を行いました。

（1）日本機械学会年次大会 OS 企画
2020年9月13日～16日にオンラインで開催された

年次大会において部門単独セッション「先進サスティ
ナブル都市」を企画しました。

低周波音の計測法、新幹線の騒音対策、バイオエネ
ルギー利用、太陽光・熱／コージェネ、未来技術社会
について合計 10 件の発表があり、活発な質疑応答が
行われました。2021年度に開催される年次大会におい
ても単独セッションを予定しています。

（2）技術ロードマップ 2050 の検討
日本機械学会「技術ロードマップ委員会」の依頼で

2050年までの環境工学部門の技術ロードマップ案の検
討を行いました。

2050年に期待される環境技術について各技術委員会
で検討しました。提案された技術項目と 10 年毎の技
術進歩の過程について、広範な視点から討論を行いま
した。検討内容は、来年度に引き継ぎ、引き続き検討
する予定です。

（3）環境工学部門ビジョン 2030 の最終案作成
2019 年から検討されていた環境工学部門ビジョン

2030 の最終案をまとめました。2020 年 12 月に総務委
員会の了承を得て公表されました。今後の部門の活動
方針となりますので、達成に向けて取り組みを強化し
ていきたいと思います。

日本機械学会では、部門間の交流や行事の共催を推
進しており、横断的活動を担う本委員会の役割もさら
に広がることが期待されています。今後も本委員会へ
の支援を賜りますようにお願い申し上げます。

先進サステナブル都市・ロードマップ委員会
の活動報告

委員長：佐藤 岳彦
東北大学

動測定方法に関する研究──」、森長氏（防衛基盤整
備協会）による「低周波数の純音による圧迫感・振動
感の優先感覚実験」、横島氏（神奈川県環境科学セン
ター）による「低周波音による圧迫感・振動感の知覚
に関する主観評価実験」の 5 講演を聴講し、小林理学
研究所低周波音実験施設などをオンラインで見学させ
ていただき、最後に活発な意見交換会を開催しました。

通常の研究会では、最後は場所を移して自由な雰囲
気で語れる意見交換会を設けています。多くの情報交
換が期待できる研究会です。皆様の積極的なご参加を
お待ちしています。

参加ご希望の方は川島（kawashima@eng.kanagawa-
it.ac.jp）、もしくは、江波戸幹事（akihiko.enamito@
toshiba.co.jp）、もしくは、朝倉幹事（t_asakura@rs.tus. 
ac.jp）までご連絡ください。

「音・振動快適化技術と新しい評価法」 
研究会の活動報告とお誘い

主査：川島 豪
神奈川工科大学

本年度は、土肥氏（小林理研）のご尽力により、騒
音・振動研究委員会〔委員長：土田義郎先生（金沢工
業大学）〕と日本騒音制御工学会低周波音分科会〔主
査：高橋幸雄氏（（独）労働者健康安全機構）〕との共催
により Web 形式で 11月に開催し、阿久津氏（鉄道総
研）による「新幹線車両から発生する圧力変動に関す
る検討」、田部氏（日立製作所）による「等軸晶アレイ
による高臨場な音場収録・再生・可視化に基づいた音
環境デザインに関する基礎検討」、冨田先生（日本大
学）による「加振器を利用した鉛直振動の振動加速度
変化による考察──防振ゴムを利用した畳床の環境振

2020年11月12日、NEE 研究会第 24 回講演討論会
を特別講演会という形で、オンラインで開催した。

NEE（Numerical Environmental Engineering）研
究会は環境分野で数値計算を用いている研究者・技術
者が幅広く集う場所の提供を目的として、年 1 回開催

NEE 研究会の活動報告
主査：添田 晴生

大阪電気通信大学
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される研究会である。第 24 回研究会では「都市洪水」
をテーマとし、日水コンの木村誠氏、京都大学防災研
究所の竹見哲也先生、大阪府都市整備部河川室の土井
豆政廣氏にご講演をいただいた。木村氏からは、都市
浸水の予測シミュレーション手法についてご説明頂
き、短時間で予測をするために AI を導入されている
ことについてご講演頂いた。

竹見先生からは、高分解能の気象シミュレーション
により、豪雨の定量的な再現性が確認されたことや、
温暖化影響による伊勢湾台風の疑似温暖化実験の結果
を紹介頂きながら、温暖化影響評価についてご講演頂

いた。
最後に木村氏からは、大阪府における治水対策～逃

げる・凌ぐ・防ぐのトータルマネジメントについてご
講演頂き、迫力ある洪水の動画などもお見せ頂きなが
ら、大阪府の取り組みについてご講演頂いた。

今回はオンラインによる特別講演会という形で行っ
たため、参加申込者が約 50 名であった。NEE 研究会
では今後も環境分野における講演を企画しており、多
くの方の参加を歓迎いたします。

NEE研究会のこれまでの活動については下記サイト
で確認できます。

http://www.see.eng.osaka-u.ac.jp/seeea/seeea/NEE/J-NEE2.html

本年度には、統合解析コードの作成・活用を進めて
いる中で蒸気圧縮式システムの冷房・暖房の低負荷領
域での効率上昇と最低能力付近での発停運転ロスの低
減を目的とし部分負荷・起動停止運転が再現できる高
精度な数理モデルの構築と解析コードに対するさらな
るグレードアップを行った。

これらの研究成果を 2020 年度日本冷凍空調学会年
次大会で研究会のメンバーの協力をもとに研究報告を
行った。また、昨年度に引き続き、熱交換器の解析
コードに関する議論を深め、伝熱・数学を融合したモ
デルの考え方や人工ニューラルネットワーク技術を応
用した汎用解析モデルの活用等も取り組んできている。

来年度も引き続き、エネルギーシステム汎用数理モ
デルに関連する様々な議論の場を設け、モデルの作成
を含め、解析コードの扱いなどに関する更なる知見を
得る予定である。

エネルギーシステム汎用数理モデル研究会
の活動報告

主査：齋藤 潔
早稲田大学

熱システムの解析には、構成する要素内部の物理現
象を考慮したモデルのみならずシステム全体の特性を
考慮したモデルなど、レベル・規模別に分類した数値
解析が大いに有効である。

各大学・企業・研究機関が各自解析コードで行われ
ている計算評価より公正かつ一般化された統合解析
コードを作成し、共有すれば信頼性のある解析結果を
持つシステム解析に大いに貢献できる。

この一連の研究活動の中で、統合解析コードは日本
冷凍空調工業会における標準コードとして認定され、
様々なシステムの評価に活用されてきている。

本研究会は、吸収・吸着現象を利用した環境エネル
ギー技術について、分野横断的な情報共有、人材交流
を目的とした研究会であり、幅広い分野の研究者・技
術者をメンバーとして平成 26 年 10 月に活動を開始し
ました。2020年9月で 3 年間×2期を完了し、本研究
会の活動は終了することといたしました。

6 年間の活動の中で、研究者、技術者、学生が集ま
り情報交換・意見交換を行う交流会を計 6 回、及び、
省エネルギー・環境低負荷空調技術に関するワーク
ショップを 2015 年度に 1 回開催できました。

活動開始から継続した交流会のうち 2015 年度から

の 5 回は化学工学会エネルギー部会熱利用分科会との
共催で「若手研究者のための熱利用・環境技術ワーク
ショップ」として開催させていただき、異分野間の交
流を深めることもできました。

特に、2014年の研究交流会、2015年、2016年、2018
年のワークショップは 1 泊 2 日の合宿形式で開催しま
した。幅広い分野のご講演を拝聴しただけでなく、学
生、教員、社会人がざっくばらんな雰囲気の中で自由
なディスカッションをする機会は、参加者して下さっ
た皆様にとって、貴重な財産となる体験になったので
はないでしょうか。

このような“密な”関わりを持つ機会を再び作るこ
とができる日が早く訪れることを願ってやみません。

これまで研究会にご支援をいただきました皆様、交
流会等にご参加いただきました皆様に深く感謝いたし
ます。

「吸収・吸着を用いた環境制御技術の高度化
に関する研究会」活動報告

主査：宮崎 隆彦
九州大学
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2017年度に発足したこの研究会は、エアコン、冷凍・
冷蔵、ヒートポンプや発電サイクルに用いられる作動
流体や、水素やバイオ燃料等のエネルギーキャリアと
しての流体に関する熱物理的性質（熱物性）について
の理解を深める場として、これまでに何度か研究会を
開催してきた。

研究会には機械系の研究者の他に、化学工学分野か

らも参加しており、分野間の方法論の違いから新たな
知見が得られることも少なくない。実験系と解析系の
2 つのアプローチから熱物性を考えることができるこ
ともこの研究会の特色のひとつである。

2020 年度以降も設置期間を延長し、引き続きこの
テーマについて研究会での議論を深めるべく、話題提
供や講演会を企画していく予定である。新型コロナ
ウィルスの感染拡大の影響もあり、残念ながら 2020
年度に研究会を開催することはできなかった。

オンラインミーティングでも活発な議論ができる方
法を模索するなどが今後の課題である。

環境・エネルギー媒体研究会
の活動

主査：粥川 洋平
産業技術総合研究所 

第一技術委員会では、環境に関する身近なテーマで
ある「音」に興味をもっていただくことを目的として
小学生向けのイベントを行いました。この企画は、毎
年夏休みに実施しているもので、内容は音の原理や仕
組みの説明、工作、ゲームなどで身近な「音」の性質
を楽しみながら知ってもらう体験型イベントです。

12 年目を迎えた今年は、新型コロナウイルス感染
拡大防止のためオンラインで開催しました。また、昨
年度に続き、ユネスコの決議「The Importance of  
Sound in Today’s World」に基づいて日本音響学会が
進めるイベント「International Year of Sound」の一
環としても開催しました。

今年度は、8月15 日の午後に開催し、小学校 1 年生
～ 4 年生の親子 20 組にご参加いただきました。

1 時間目の「音の話」では、音ってなんだろう？を
テーマに、色々な音を聞いてもらうことで、音の高さ
や大きさなどの音の性質を体感してもらいました。

2 時間目の「工作」は、アフリカの民族楽器である
ボンゴラピアノの工作キットを用いて楽器を作る内容
で、音が出る仕組みや、音程の調整の仕方を学ぶこと
で、自分で楽器を作る楽しさを体験してもらいました。
今年は事前にキットを参加者に発送してご自宅で作成
して貰いました。工作後はグループ毎にネット上で曲

手作りで音を楽しもう
─環境にやさしい夏休み親子向けイベント─

第 1 技術委員会　土肥 哲也
一般財団法人 小林理学研究所

を披露してもらいました。
最後の時間は、身のまわりの音の大きさをビンゴの

数字に置き換えた音ビンゴゲームを実施しました。オ
ンラインでビンゴを行うと、いわゆる「歓声」が聞こ
え辛い所もありましたが、子供達の顔の表情を頼りに
無事に進めることができました。

今回のイベントはオンラインで実施したため、地方
からの参加者が増えるなど、例年と違った傾向がみら
れました。当初はイベント自体を中止する可能性もあ
りましたが、東芝科学館のご協力のお陰で何とか音の
啓蒙活動を実施することができました。今後も音を身
近に感じて貰い、理系に関心を持って貰うべく活動を
継続したいと考えています。

最後に、12 年間に渡りご協力頂いた東芝科学館、
環境工学部門所属（東芝、千代田化工、中央大学、山
梨大学、東海大学、理科大学、日立ほか）関係者各位
に感謝いたします。

【施設紹介】
香南清掃組合 まほろぼクリーンセンター

第 2 技術委員会　傳田 知広
JFE エンジニアリング株式会社

第2技術委員会では、2020年3月10日に一般廃棄物
焼却施設「まほろばクリーンセンター」（高知県南国市）
の見学会を実施する予定でした。しかし、コロナ禍の
影響で中止になりましたので、本施設の概要を焼却技
術中心に紹介します。
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香南清掃組合様が運営する「まほろばクリーンセン
ター」は 2017 年 3 月に竣工しました。焼却炉形式は
全連続燃焼式ストーカ炉（60 トン/日× 2 炉）、以下
ボイラ（3.0MPa、300℃）、減温塔、ろ過式集じん器
といった一般的構成で発電出力は 1,550kWです。珍し
いのは余熱利用設備として立派な足湯棟があり、地域
住民にとって身近に感じられる施設になっています。

本施設の焼却炉は、低空気比安定燃焼を実現する高
温空気燃焼技術に加え、対向流燃焼方式を採用してい
ることが特長です。

低空気比燃焼は、排ガスの持ち出し顕熱が減るので
熱利用の高効率化が図れる一方、空気不足と廃棄物の

不均一性に起因する不安定燃焼（炉内温度不均一や吹
き消え）が生じる懸念がありました。

高温空気燃焼技術は、炉内に高温混合気（高温空気
＋再循環排ガス）を吹込み、平面状燃焼領域をごみ層
上部に定在させ、低空気比でも安定燃焼を実現するこ
とができるものです。

本施設では更に一歩進んで、高温混合気を天井から
吹込む対向流燃焼方式を採用しました。これにより炉
幅方向にも均一な平面状燃焼領域が形成され、燃焼安
定性の大幅な向上とともに、NOx 低減も達成しまし
た。この結果、触媒脱硝反応塔が省略でき、低温排ガ
スの昇温用蒸気をタービンに回すことで発電量の増大
にも繋がっています。

最後に、本稿
の発表に対して、
ご理解を賜りま
した香南清掃組
合様には、この
場を借りて深く
感謝申し上げま
す。

次世代を担う児童たちに工学や機械、エネルギーに
興味を持ってもらうために、2020年8月1日に夏休み
向け親子イベント「熱を体験してみよう」を開催しま
した。身近にあっても目に見えない「熱」の様々な性
質を体験キットにより知ってもらう体験型イベントで
す。本イベントは 2011 年から開催しており、今回は
10 回目です。

例年は、科学館や企業のミーティングルームで開催
していますが、コロナ禍のためウェブで開催しました。

小学校 4 年生から中学 3 年生の子供たちに参加頂き、
参加者数は 9 組 10 名でした。ウェブ開催のため例年
の関東圏のみならず、中部圏、関西圏と幅広い地域か
らご参加頂くことができました。

体験学習は 90 分間で、2 つの実験を行いました。
はじめにヒートポンプ体験キットを使って空気の圧

縮と膨張による空気の温度変化を体験し、エアコンの
原理について学習しました。そのあとは、エコカイロ
を使って、液体が固体に凝固するときに発熱すること
を体験し、都市の排熱回収と利用方法について学習し
ました。

体験キットを用いて参加者が実際に手を動かすこと
で、身近にあっても目に見えない「熱」の性質を児童
たちばかりでなく保護者の方々にも楽しみながら理解
してもらうことができました。

また、身近な工業製品が、体験学習で学んだ「熱」
の性質を利用して製作されていることも、理解しても
らうことができました。

例年とは異なったウェブ開催のため、講師陣も手探
りの中の開催となりましたが、子供たちの好奇心と粘
り強く学ぶ姿勢に助けられ、無事にイベントを終了す
ることができました。

ご参加いただいた皆様からは好評をいただいてお
り、本年の反省点や改善点を生かしつつ、今後も、本
イベントを継続していきたいと考えております。最後
に、関係者各位に感謝致します。

夏休み親子向けイベント企画
「熱を体験してみよう」の開催

第 4 技術委員会　永田 淳一郎
三機工業株式会社

まほろばクリーンセンター 足湯棟（内観）

まほろばクリーンセンター 足湯棟（外観）
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FDTD 法による固体音予測

朝倉 巧
東京理科大学

◆

トピックス
◆

1. はじめに
建築物中における音の問題は、外部から開口部等を

介して伝搬する空気伝搬音と、上階からの子供の飛び
跳ね音や建築構造体を伝わってくるエレベータ音のよ
うな固体伝搬音に分類される。

前者は、窓サッシ等の開口部の遮音性能を高めるこ
とにより対処できる場合が多いものの、後者において
は建築物の構造全体が複雑に影響して振動が伝わるた
め、建築物が竣工した後の遮音対策は難しい。

このように、建築物における振動音響伝搬の問題は、
種々のケースにおいて取り扱う必要が生じるものの、
振動伝搬のメカニズムが複雑な場合には、高精度な予
測は難しく、適切な予測手法が確立されているとはい
えない。

建築内の環境において、特に問題となることの多い
固体伝搬音および床衝撃音の予測に関して、いくつか
の検討事例が報告されている。予測に必要な計算コス
トの比較的少ない方法として、振動伝搬をエネルギー
的に取り扱う手法（例えば参考文献［1］）が検討され
ている。

一方、近年の計算機能力の向上に伴い、波動的計算
手法の適用も視野に入ってきた。建物における振動伝
搬を波動理論に基づいて計算する場合、弾性理論の適
用が考えられ、Toyoda らにより検討されている［2］。

この場合、対象とする構造を 3 次元的に離散モデル
化した上で計算するため、高い計算精度が得られるが、
計算負荷が増大する。そこで、筆者らは計算精度を保
持したまま、計算負荷を低減できる固体音解析法につ
いて検討を行ってきた［3, 4］。

この方法では、建築物を 1 次元梁要素および 2 次元
板要素の複合体としてモデル化するため、必要記憶容
量の低減と計算速度の向上が期待できる。解析手法と
しては、近年音響分野において用いられる時間領域差
分法（Finite-difference time-domain method, FDTD）
を利用しており、建築躯体における振動伝搬の時間変
動特性に関する情報を直接得ることができる。

本稿では、RC ラーメン構造物における固体伝搬音
を対象とした解析例、および RC 壁式構造におけるス
ラブ放射音を対象とした解析例を通して、固体音問題
に対する FDTD 法の有用性について紹介する。

2. 5階建て RC 構造における振動伝搬の解析例
5 階建ての RCラーメン構造を対象とした解析事例［4］

を紹介する。モデル化した建物の全体像を図 1 に示す
ような大規模な建築物中における振動伝搬を時間領域
解析差分法によって解析している。

与えた材料定数や数値解析に関連する諸設定は既往
の文献を参照頂きたい。本手法を用いることによって、
5階の床を加振した後 0.05 秒後の振動変位の分布が得
られている（図 2）。

また、解析結果を定量的に評価した結果（図 3）に
おいても、解析および実測で得られたモビリティがよ
く一致しており、大規模構造における振動伝搬予測へ
の適用性が示されている。

3. 2階建て RC 構造におけるスラブ放射音の解析例
床衝撃音問題に対する本手法の適用可能性を示すた

め、図 4 に示すような 2 階建て RC 壁式造を対象とし
たスラブ放射音の解析例を紹介［3］する。

2 階の床面（S1）を加振した場合の振動変位および
音圧分布に関する解析結果を図 5 に示す。本解析にお
いても時間領域解法を用いているため、時々刻々の振

図 1　解析対象とされた 5 階建て建築物［4］

図 2　加振後 0.05秒後の振動変位分布（解析結果）
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動音響伝搬特性をシミュレートできている様子がわか
る。解析結果を定量的に評価した結果（図 6、S1 を加
振したとき、階下の R2 で得られた結果）においても、
解析および実測で得られた音圧から得た伝達関数がよ
く一致している。このことから、床衝撃音の伝搬予測
への適用性についても、その基礎的な予測精度につい
ては検証されている。

4. おわりに
本トピックスでは、FDTD法を適用したRC造の振

動解析事例を紹介した。本手法を用いれば、床スラブ
を加振した際の放射音を比較的精度よく捉えることが

できる。今後、生活空間の音環境に大きく影響を与え
る床衝撃音問題に対するFDTD法解析の適応可能性に
ついても、検討していくことが必要と考えている。

〔参考文献〕
［1］H. Furukawa, K. Fujiwara, Y. Ando and Z. Maekawa, 

“Analysis of the structure-borne sound in an existing 
building by the SEA method,” Appl. Acoust., 29, 255- 
271, 1990.

［2］M. Toyoda and D. Takahashi, “Prediction for architec-
tural structure-borne sound by the finite-difference time 
domain method,”Acoust. Sci. & Tech., 30, No.4, 265-276, 
2009.

［3］T. Asakura, T. Ishizuka, T. Miyajima, M. Toyoda and 
S. Sakamoto, “Prediction of Low-frequency Structure-
borne Sound in Concrete Structures using the Finite-
difference Time-domain Method,” J. Acoust. Soc. Am., 
136, No.3, 1085-1100, 2014.

［4］T.Asakura, M.Toyoda, and T.Miyajima,“Numerical and 
experimental investigation on structure-borne sound 
transmission in multilayered concrete structures,”J. 
Sound Vib., 413, 1-25, 2018.
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図 3　モビリティに関する解析・実測結果の比較

図 4　解析対象とされた 2 階建て建築物［4］

図 5　加振後の振動変位・音圧分布（解析結果）

図 6　伝達関数に関する解析・実測結果の比較
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「先進サスティナブル都市」バイオエネルギーによる
持続可能なエネルギー自立都市の一考察

井田 民男
近畿大学バイオコークス研究所

◆

トピックス
◆

1. はじめに
未曽有の災害、天災が毎年増加する気配の中、「エ

ネルギーの自立化」は、その危機が生じた直後には、
差し迫った危機感の中、その必要性を強く切望するが、
実現は遠く感じる。

では、「エネルギーの自立化」とは何か。1 次エネル
ギーによる再生可能エネルギーベストミックスである
ことを前提とする。その中には、地方自治体が抱える
災害・天災時の分散型エネルギーとしての位置づけも
求められる。さらに、再生可能エネルギーと環境に関
する教育活動も組み入れられる。

ここでは、バイオエネルギーに限定し、その自立化
条件を検討する。地域エネルギー自立の資源には、木
質バイオマス、食品廃棄物、汚泥が挙げられる。

技術開発中立かつ公平性を有している資源が汚泥で
ある。人類も自然の中の 1 つの転換機として考えると、
食物生産 → エネルギー抽出 → 排泄物 → 食物生産と
人類が生まれたときから普遍な仕組みに組み込まれて
いる。食事として栄養素を摂り、体内で酸素と反応さ
せてエネルギーを取り出し、残渣と水と二酸化炭素な
どを排出する仕組みである。栄養素は、炭水化物、タ
ンパク質、脂質、エタノールである。

炭水化物は、糖質と食物繊維でその消化吸収率は
97％に達している。糖質は異化作用により生命維持や
運動時へのエネルギーへと転換され、ほぼ 100％吸収
される。一方、食物繊維は、水溶性と不溶性に大別さ
れる。不溶性食物繊維は、腸内微生物に発酵されない
ものとして取り扱われている。

2. 目的
地方自治体は、その公衆衛生を向上するために廃棄

物処理と汚泥処理の義務を有している。昨今、廃棄物
処理の役割は、その時代を反映し、無公害社会 → 低
炭素社会 → 災害に対する避難社会インフラの実現の
重責を担いつつ変遷している。

このような汚泥排泄物は、人体が健全なエネルギー
転換装置であって、栄養素から取り出したエネルギー
により、生命・運動を維持し、取り出せないエネルギー
を自然に返し、循環を維持する仕組みとなっている。

2019年国土交通省・国土保全局による「下水汚泥広

域利活用検討マニュアル」では、下水汚泥の資源・エ
ネルギー利用の現況として、下水汚泥のマテリアル利
用については 2011年度に、東日本大震災の影響により
埋め立て処分や場内ストックが増え、有効利用率が減
少している。その後、2012年度以降に再び上昇に転じ
たが、下水汚泥の約 3 割は未だに脱水汚泥や焼却灰の
形で埋め立て処分されている。

汚泥廃棄物は、地方に潜在する大きなエネルギー源
である。人類が自然の仕組みの 1 つであることから、
カーボン・ニュートラルなエネルギー資源に位置づけ
られる。それは、健全なエネルギー転換装置であるこ
とが前提である。

このような観点から技術中立で将来のエネルギー資
源となりえる可能性を見出すことを目的とする。

3. 森林バイオマス資源による自立化
木質バイオマスのエネルギー自立化条件を検討する。

推定条件には、各市町村の人口数と人口密度、森林率
（森林面積／行政面積）の相関により都市におけるエ
ネルギー自立のための最適化条件を示す。

国内の市町村の特徴は大まかに 3 タイプに分類でき
ることが分かった。エネルギー自立のために森林率約
0.5 以上で総人口数が 3 万人以下、人口密度で 7×104

（人/m2）が木質系バイオマス量からの制約となるこ
とが分かる。

内部ループ型は、木質系バイオマスの発生地域にお
いて、残材や間伐材を直接燃焼し得られる熱エネルギ 
ー源として利用する。外部ループ型は、残材や間伐材
だけでなく主伐採も含んだ、森林発電を行い電気エネ
ルギーとして利用する。

図 1　人口密度 vs. 森林率による自立化条件
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4. 汚泥資源の基礎特性
図 2 に汚泥の SEM 像を示す。汚泥の SEM 像から

紐状の物質と細かな塊が観察できる。紐状の物質は、
上述の不溶性食物繊維（難消化吸収性物質）であり、
明確な構造体として存在している。

次に熱分解特性を図 3 に示す。熱分解特性から亜臨
界下限に位置する温度範囲において、狭い範囲である
が顕熱領域が存在することが確認できる。また、揮発
成分は、約 60％、固定炭素成分約 20％、灰分約 20％
が読み取れる。

ボンベカロリーメーター分析により、低位発熱量は、
18.6MJ/kg であるので、揮発成分約 11.9MJ、固定炭
素分 6.7MJ と推算される。

汚泥バイオコークスは、見掛け比重約 1.4 以上、冷
間最大圧縮強度約 22MPa 以上となった。見かけ比重
は、セルロースの真比重に漸近し、冷間圧縮強度は、
石炭コークス強度とほぼ同程度になった。この試作条
件から加熱温度 403Kで最高圧縮強度が約 28.5MPaと
最大値を示した。

5. 固形燃料化特性
バイオコークスは、前処理として数ミリメートルに

粉砕し、初期水分値を約 10％に制御する必要がある。
この前処理による影響は、バイオコークス性能に大き
く影響する。

前処理された原料は、ほぼ全量バイオコークス化さ
れる、ゼロエミッションの特性を有している。つま
り、初期水分値 10％の原料が含水率 10％のバイオコー
クスに転換される非炭化固形化転換技術である。その
理論的な裏付けは、バイオマスに含まれる自由水とバ
イオマスの熱分解特性を重ね合わせると理解できる。

汚泥バイオコークスの有姿を図 4 に示す。形成条件
は、直径 20mm、加熱温度 403K と 423K、初期水分
値 10％で荷重 20MPa とした。この数値は、最適な条
件ではなく試作条件の 1 つである。直接撮影から、ほ
ぼ黒色化が進んでおり、バイオコークス化が可能なこ
とが分かる。

以上の結果より、石炭コークス代替能力が高いこと
を定量的に示した。

汚泥資源のバイオコークス化による課題は、乾燥技
術と考える。この点をクリアーできれば、バイオコー
クス化によるエネルギー資源化は、石炭コークスの熱
間圧縮強度と同等の性能を有しているので、大きな期
待を寄せられる可能性があり、地方都市のエネルギー
自立化が実現することができる。

図 2　汚泥原料のSEM像（1,000倍）

図 3　汚泥物質の熱分解特性

図 4　汚泥バイオコークス
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石炭／バイオマスのガス化利用と基礎研究の動向

奥村 幸彦
香川大学　創造工学部

◆

トピックス
◆

1. はじめに
現在、大気中へのCO2の蓄積を低減するため、発電

所における二酸化炭素回収・有効利用・貯留（CCUS：
Carbon dioxide Capture, Utilization and Storage）の
技術構築が急ピッチで進んでいる。

特に、石炭燃焼からのCO2排出ガスを有効利用する
ために、（1）現場打設コンクリートや炭酸塩へ CO2 を
固定化する技術、（2）鉄筋コンクリートへ適用した場
合の品質確保、加えて、（3）CO2 を利用した化成品の
製造、（4）菌類を用いた CO2 固定化技術のシステム構
築などが NEDOプロジェクト1）により研究開発されて
いる。CO2 回収の行程導入は発電効率（熱効率）を減
少させるため、ガス化技術と組み合わせた複合発電シ
ステム（図 1）が必須となる。ガス化と燃料電池を組
み合わせた IGFC（Integrated Coal Gasification Fuel 
cell Combined Cycle）が近々に試験運転されるが、約
55％の送電端効率と予想されている2）（CO2回収を含ん
だ場合は約 10％減になる。）。

バイオマス利用においても小規模分散型発電へのガ
ス化が近年大きく伸びてきており、現在、日本国内で
の発電量は約 1,600万kW である。これは、2030 年度
の導入予定水準3）の約 3 倍の発電規模に達している。

2012年の FIT（再エネ固定価格買取制度）の導入に
より、バイオマス発電量は年々増加し続けてきた。

2015 年より小規模未利用材の発電電力買取価格が
￥32/kWh から￥40/kWh に引き上げられ、国の補
助制度からも小型ガス化発電の促進が図られた。

将来の石炭／バイオマスの高効率エネルギー利用に
は、『ガス化技術』がキーになる。

2. ガス化に関連する石炭／バイオマスの基礎研究
過去 5 年間（2016～2020年）における石炭／バイオ

マスのガス化関連の論文数を SCOPUS により検索し
た（表 1 参照）。バイオマスと廃棄物に関するガス化
の論文数は、ここ 5 年間でほぼ倍になっている。

バイオマスチャーは、石炭よりも炭化構造がアモル
ファス（非結晶）な物質であり、よりガス化しやすい
特徴を有する。現在においてエネルギー使用量の多い
石炭に関しては、（1970 年代から研究されてきた経緯
もあり）横ばい状態で毎年約 600 件のガス化関連論文
が発表されている。

　　　

石炭のガス化運転では、褐炭、亜瀝青を中心に、空
気から分離した酸素を富化して部分燃焼する方式が採
用される可能性が高い。電力中央研究所においては、
ガスタービン燃焼器の排ガスを石炭ガス化炉に再度循
環させる CO2 回収型 IGCC システム（Closed IGCC  
System）が開発されている4）。CCS を目的とした CO2

排ガス循環燃焼の研究において、Oxycoal 燃焼の論文
数（2000 年～）が増えた経緯がある。論文数は、
2004年には約70件程度であったが、2006～2008年に
約 100 件を超え、2011年以降に急激に増加した（2013
年は 2008 年の約 2 倍に達した）。その理由は、世界各
国における電力需要に対する石炭依存の割合が高いこ
とに加え、現象論的に空気とは異なる反応を有するた
め、学術的にも興味が尽きない研究対象であったこと
による。

CO2 循環型酸素燃焼（Oxycoal）は空気の通常燃焼
と比較して、（1）CO2ガスの熱容量が高いために、空
気燃焼と同温度にするには約 30 vol％の O2 濃度が必
要になる、（2）排ガスを再循環させるシステムでは、
NOx、SOx の同時低減が可能である、（3）火炎伝播速
度が空気燃焼のそれの1/3～1/5に低下することなど、
多くの知見が 2010 年までに提供された。

図 2 は著者らが計算した、石炭粒子（直径：70μm）
周りの燃焼構造である5）。

表 1　ガス化に関連する論文件数の動向（単位：件）
Keywords for Search 2016 2017 2018 2019 2020

Coal+Gasification 583 585 604 548 676
Biomass+Gasification 649 664 706 799 908
Waste+Gasification 336 356 378 448 560
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図 1　石炭ガス化複合発電（噴流層型）
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空気燃焼と比較して、CO2/O2 条件の場合は炭素分
C（solid）と CO2 との表面反応が激しく起こり、ガス
化によって生成された CO が緩やかに燃焼する現象が
現れている5）（図 2 右）。CO2 によるガス化速度は O2

による酸化速度よりも小さいが、Oxycoal 燃焼中は同
オーダーとなるケースもあり、競合するガス化反応の
重要性が 2010 年以降に議論される。2-1、2-2節にお
いて、直近（2016～2020年）におけるガス化／燃焼
の研究とそれらの主たる動向を紹介したい。

2-1. 石炭のガス化／燃焼に関する最近の基礎研究
利用見込みが拡大する低ランク炭を対象にしたガス

化の基礎研究が多い。加えて、排ガス循環ではH2Oを
含有するため、蒸気の影響に焦点を当てた研究が盛ん
である6, 7）など他。Oxycoal 条件（CO2 雰囲気）における
石炭の着火は、空気燃焼の場合と比較して遅れる7）。

着火遅れは、初期ガス温度が低い場合ほど顕著にな
る。また、水蒸気添加は、石炭粒子における気相およ
び表面着火の遅れ時間両方をCO2単体のそれと比較し
て短くする。一方、空気（O2/N2/H2O）中では、水
蒸気添加は気相の着火遅れ時間にほぼ影響を及ぼさな
いことが示された。微粉炭ボイラーの数値解析に関し
ては、その巨大さと混相燃焼現象の複雑さ故に制限を
強いられてきた。Wenら8）は、これまでガス燃料や液
体燃料の燃焼場に適用されてきた火炎片モデルを、微
粉炭燃焼場に拡張できることを示した。火炎片モデル
の特徴は、詳細化学反応機構を用いた火炎片データベ 
ースを用いることにより、燃焼場中の直接的な反応計
算を避け、数値計算の負荷低減ができることにある。
より大空間での安定的な数値解析を可能とした。詳細
な煤計算や温度の精緻化が LES によりできるように
なったこと9）も数値計算上での大きな進展である。

2-2. バイオマスのガス化／燃焼に関する基礎研究
技術的課題が山積しており、多数の論文が発表され

ている。熱分解のモデリングは、構成成分（セルロー
ス、ヘミセルロース、リグニン）を基として、タール
収率やガス収率を見積もるシミュレーションが多く
なった。2017年には、バイオマス内に残留・内包され

るアクティブ状態のメタプラストによる発熱を考慮し
た、（従来にできなかった内部温度の）精緻化に成功
した10）。

幅広い温度範囲において信頼できる H2Oガス化速度
定数と CO2ガス化速度定数が提供され11）、ガス化剤混
合の効果12）も示された。ガス化の反応性は、熱分解直
後のタール包含雰囲気によっても影響を受け、特にＨ
含有種のタール成分は、チャー中の芳香環系の縮合を
実質的に誘発し、Ｈ含有量を減少させることでチャー
構造をより不活性にすることが明らかにされた13）。加え
て、石炭の場合、微粉化してガス化や燃焼に多く適用
されるが、バイオマスの場合は、大きなサンプルやペ
レットをガス化／燃焼に利用するためにサイズ効果が
調査された14, 15）。具体的には、大きなサンプルやペレッ
トのガス化では、温度増加に伴い（反応律速から内部
拡散に移行に伴い）、サンプル内導管方向にガス化進
行する異方性が発現する。直近 5 年間で基礎現象の解
明およびモデリング技術の進展が著しい。

最後に、新ガス化法16, 17）および新燃焼法18）が研究さ
れている。20kWスケールのデュアル流動層を用いた
有機廃棄物の水蒸気ガス化17）およびケミカルループ

（CLC）による廃棄物の燃焼18）が発表された。プラス
チックごみへ CLC を適用した場合、無酸素雰囲気が
ダイオキシン（PCDD/Fs）の新規生成を抑制し、無
酸素雰囲気による少ない Cl2 生成と酸素キャリアによ
る更なる脱塩素化が、ある範囲で前駆物質の転換およ
び新規のダイオキシン生成を抑制する事例が報告され
た。以上、直近の研究動向について紹介した。
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業務用固体酸化物型燃料電池の開発動向

岡 雅博
一般財団法人 コージェネレーション・エネルギー高度利用センター

◆

トピックス
◆

1. はじめに
固体酸化物型燃料電池（以下、SOFC とする）は、

高い発電効率が特長のため、家庭用分野のみならず、
業務・産業用分野でも市場導入が進められている。

経済産業省が主催する水素・燃料電池戦略協議会は、
2014年6月に「水素・燃料電池戦略ロードマップ」を
策定し、業務用燃料電池の市場投入目標を 2017 年と
掲げた。

このロードマップ実現に向け、メーカー各社にて開
発を加速させるとともに、新エネルギー・産業技術総
合開発機構（以下、NEDO とする）において、業務用
燃料電池の技術開発や実証評価等の事業を推進してき
た。NEDO の実証事業（事業名：「固体酸化物形燃料
電池を用いた業務用システムの実用化技術実証」）に
は国内 5 社が採択され、このうち三浦工業と三菱パワ 
ーの 2 社と、独自に開発を進めてきた京セラが 2017
年から販売を開始した。

業務用 SOFC の開発・商品化の状況を表 1 に示す。

2. 業務用小型 SOFC（発電出力 10kW 未満）
10kW未満の SOFC は、電気事業法における一般用

電気工作物扱いとなるため設置が容易であり、かつ同

出力のガスエンジンと比べて高い発電効率が実現でき
るシステムとして期待されている。

京セラは 2011 年に商品化された家庭用エネファー
ム type S のセルスタックを製造しているメーカーで、
燃料電池の心臓部であるセルスタックに関して高い技
術とノウハウを有している。

その強みを活かして、家庭用のスタックを 4 台用い
た 3kW 業務用 SOFC システムの開発を進め、ホット
モジュールの最適設計を行うとともに、スタック 4 台
への燃料の分配や温度ばらつきの改善により、高い信
頼性と耐久性を実現し、2017 年から販売を開始した。
また、発電効率はクラス最高の 52％（以下、効率は
LHV 基準とする）を達成した。

三浦工業は NEDO 実証事業の助成を受け、2013 年
度から 2016 年度までシステムの実証評価を行った。
当初はラボを中心に実証を行い、課題を抽出して改良
を重ねた。2015年度からは客先でのフィールド試験を
行い、最長 10,000 時間を超える運転を実証した。

これらの成果を踏まえて 2017 年に商品化行ったが、
その後 Ceres Power 社と連携した新たなシステムを
2019 年度に商品化した。設置スペースが限られた都
心部の小規模店舗などへの導入を想定し、コンパクト

表 1　業務 SOFC の開発・商品化一覧（NEDO 資料を基にコージェネ財団作成）
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なユニットとなっている。
デンソーは、三浦工業と同様、NEDO実証事業の助

成を受け、2015 年度から 2016 年度までシステムの要
素開発および実証評価を行った。発電出力 AC 5kW、
発電効率 50％を目標とし、早期実用化に向けて耐久
評価やシステム化などの開発を行っている。

3. 業務用中型 SOFC（発電出力 10～100kW）
日立造船と富士電機は、2014 年度より NEDO 実証

事業の助成を受け、中容量の業務用システムの実用化
技術実証を開始した。

日立造船は、日本特殊陶業製の平板積層型セルス
タックを活用し、20kW 級の産業用発電装置の開発を
進めている。AC 定格発電効率 50％以上、耐久性 4 万
時間以上を目標として開発が進められている。

2017 年には社外実証試験を開始し、4,000 時間以上
の運転による性能・耐久性のモニタリングを行ってい
る。また、将来的には燃料多様性を活かしたバイオ燃
料適用も検討されている。

富士電機は、50kW 級の業務用 SOFC 開発を進めて
いる。2014 年度から SOFC モジュール評価装置を用
いた要素技術開発が行われており、2017年にはシステ
ムをワンパッケージに収めた実証機を製作し、富士電
機社内で実証試験を開始した。目標である AC 送電端
効率 50％が確認され、これまで累積 4,200 時間を超え
る運転を行った。さらに、商品機に向けてモジュール
構造のコストダウンを進めるとともに、実証試験で明
らかになった改良点を商品機の開発設計に反映するこ
とで、信頼性・耐久性を向上させる取り組みを行って
いる。

東京ガスは三浦工業と共同で発電効率が 65％の超
高効率SOFCの開発を行っている。現在、東京ガス社
内の事業所で 4,000 時間を超える実証試験を実施して
おり、更に実証サイトを増やして長期耐久性・信頼性
の評価を開始した。2020年代前半の商品化を目指して
いる。

4. 業務用大型 SOFC（発電出力 100kW 超）
三菱パワーは、SOFC とマイクロガスタービン（以

下、MGT とする）を組み合わせた 250kW 級のハイ
ブリッド発電システムの開発を行っている。燃料であ
る都市ガスを SOFC に投入し、排出された燃料オフ
ガスを MGT へ再投入する。燃料オフガス中には未反
応の燃料（水素など）が含まれているため、MGT で
利用することで燃料利用率を向上させ、発電効率を
55％まで高めるシステムとして設計されている。

2012 年度から NEDO 実証事業の助成を受けて実証
評価が進められており、長期耐久性検証試験ではこの
クラスでは世界初となる 4,100 時間の長期耐久試験が

実施され、システムの性能低下が無いことが確認され
た。実証試験で得られた成果を活用し、さらに省スペー
ス化・高性能化を目指して電極と電解質の界面等を改
良した 15 式セルスタックを開発した。

セルスタックの小口径化により充填密度が高まり、
設置面積が約 4 割削減された。15式セルスタックを用
いた新型機は 2015 年度に九州大学伊都キャンパスへ
設置され、さらに 2016 年度には NEDO 実証事業とし
て東京ガス、トヨタ自動車、日本特殊陶業、大成建設
の 4 サイトでの実証も開始された。そして、これらの
実証試験を経て、2017 年に販売を開始した。

Bloom Energy Japan株式会社は、米国Bloom Energy
社とソフトバンクグループの合弁会社で、2013 年に
設立された。Bloom Energy 社の製品 Bloom エナジー
サーバーは、発電出力が 200kW または 250kW のモ
ノジェネで、AC 発電効率は初期 60％以上、平均で
53％である。米国ではすでに累積 150MW 以上の導入
実績があり、日本国内でもすでに 9 サイトで導入され
ている。

5. おわりに
これまで記載してきたとおり、業務用 SOFC は京

セラ、三浦工業、三菱パワーおよび Bloom Energy 
Japanの 4 社が販売を開始しており、他社も効率向上、
低コスト化、信頼性・耐久性向上等を目指して開発を
進めている。

現在国内で商品化済・開発中の業務用SOFCの効率
を整理すると図 1 のようになる。

2019年9月に策定された「水素・燃料電池技術開発
戦略」においても燃料電池は水素社会実現にための重
要な技術の一つと位置付けられている。今後の業務用
SOFC の開発進展と普及拡大が水素社会実現の一助と
なることを願ってやまない。

図 1　業務用 SOFC の効率マップ
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環境工学部門では機械工学の広い分野の知識を統
合して問題解決に当たるため、「騒音・振動改善技術」

「資源循環・廃棄物処理技術」「大気・水環境保全技
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本部門では研究会、講演会、見学会等の各種イベ
ントを主催しておりますが、2020年度は COVID-19
の影響により活動が制限され、集まることが困難な
状況となってしまいました。しかし、各技術委員会
のご努力でオンライン開催をするなど新たな形の模

索をしてきております。ニュースレターも今回は環
境工学部門 HP での WEB 公開のみになりましたが、
これも新たなコミュニケーションの一端だと考え、
今後も役立つ情報を皆様へお伝えすることを実践し
ていきたいと思います。

最後になりましたが、本ニュースレターの発行に
際して、ご協力いただいた執筆者ならびに関係の皆
様にこの場を借りて御礼申し上げます。

 （山極 伊知郎：神戸製鋼所）
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■企　　画：環境工学部門
■開 催 日： 2021 年 7 月 8 日（木）～ 7 月 9 日（金）
■開催形式： Web 講演会
■開催趣旨： 日本機械学会環境工学部門を構成する騒

音・振動改善技術、資源循環・廃棄物処理
技術、大気・水環境保全技術、環境保全型
エネルギー技術などの先端技術を駆使する
ことにより、自然環境と調和する安心・安
全な快適環境を実現するための情報提供、
および専門家による最先端の研究・技術開
発成果の発表と討論を通してサステナブル
社会へのブレークスルーのきっかけを見出
していただくことが目的です。開催概要詳
細および特別講演内容については、環境工
学部門ホームページまたはシンポジウム公
式ホームページをご確認ください。
皆様の積極的なご参加をお待ちしておりま
す。また、各種表彰制度により、環境工学

の発展を加速する機会ともなっております。
奮ってご参加下さい。

■シンポジウム公式ホームページ： 
https://confit.atlas.jp/env21

■参加登録費：

早期事前登録費
～2021年6月17日（木）

事前登録費
～2021年7月7日（水）

正員　　 12,000 円 15,000 円
会員外　 18,000 円 21,000 円
学生員　 5,000 円 6,000 円
一般学生 8,000 円 9,000 円

※当日受付はできません。
※協賛学会員は会員価格で参加いただけます。

■問合せ先：日本機械学会　環境工学部門
（担当職員：橋口 公美）
TEL（03）5360 -3505
FAX（03）5360 -3509
E-mail：kankyosympo2021@jsme.or.jp
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